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令和６年度泉南市下水道事業会計決算審査意見について

　地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和６年度泉南市下水道事業会計決算及び附属書類に

対する意見を、同条第５項により決定したので提出します。
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令和６年度泉南市下水道事業会計決算

令和７年６月１４日から８月８日まで

第２　審査の結果

　審査に付された決算及び附属書類は地方公営企業法及び関係法令に基づいて作成され、計数については関係諸帳簿・証書類と

符合し、本年度の経営成績及び本年度末の財政状態が適正に表示されていることを認めた。

令和６年度泉南市下水道事業会計決算審査意見

第１　審査の概要

１　審査の対象

２　審査の期間

３　審査の方法

　審査は、本事業の運営が地方公営企業法第３条に規定する経営の基本原則の趣旨に従って行われているかどうかについて特に意
を用い、決算書及び事業報告書ほか附属書類が事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか否か、会計処理は、同法及
びその他関係法令の定めるところにより正しく行われているか否かを確認した。また、計数については、関係諸帳簿及び証拠書類と照
合するとともに、関係職員からも内容について聴取した。本意見書は、これらの審査結果に基づき泉南市監査基準に準拠して調製し
た。



１　業務概要について　

  (1)  普及状況について

  (2)  処理状況について

延長（ｍ）

146,503.99

布設延長 90,513.27

受贈延長 55,990.72

53,199.05

布設延長 17,654.17

受贈延長 35,544.88

199,703.04

雨汚水別下水道管渠延長状況

区　　　分
令和６年度 令和５年度

差引増減（ｍ） 増減比
構成比 延長（ｍ） 構成比

0.0%

17.8% 35,475.87 17.7% 69.01 0.2%

8.8% 17,654.17 8.8% 0.00

-0.5%計 100.0% 200,699.89 100.0% -996.85

下水道管渠延長（汚水）

下水道管渠延長（雨水）

73.4%

26.6%

147,569.85

53,130.04

28.0% 55,692.57

45.3% 91,877.28

0.1%

-1.5%

27.7% 298.15 0.5%

45.8% -1,364.01

73.5%

26.5%

-1,065.86

69.01

-0.7%

　本年度末の処理区域内人口は３６，５０３人、水洗化人口は３４，８０６人で、前年度に比べ処理区域内人口では２２９人（0.6%）減少し、水
洗化人口では１８１人（0.5%）増加している。また普及率については６３.０％となっている。年間総処理水量は４，４０５，６４５㎥で前年度に比
べ９５，９４６㎥（2.1%）減少し、有収水量は３，４７８，５５８㎥で前年度より２５２，２３６㎥（6.8%）減少し、有収率については、７９．０％で前年度
に比べ３．９ポイント低下している。

　本年度末の管渠整備状況としては、整備済面積が６９９．１３haとなり、計画面積（１，２０４．９８ha）に対する整備率は５８．０％であった。前
年度より０．５ポイント上昇している。

５
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２　収益的収支について

本年度における収益的収支の決算額及び損益計算書の金額は、次のとおりである。 （単位：円）

　(1)  収益的収入について

（単位 : 円）

金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比
895,889,438 47.0% 929,595,963 49.1% -33,706,525 -3.6%

下 水 道 使 用 料 610,094,545 32.0% 655,288,674 34.6% -45,194,129 -6.9%
雨 水 処 理 負 担 金 285,398,893 15.0% 273,836,889 14.5% 11,562,004 4.2%
そ の 他 営 業 収 益 396,000 0.0% 470,400 0.0% -74,400 -15.8%

1,009,344,122 53.0% 930,402,807 49.2% 78,941,315 8.5%
他 会 計 補 助 金 234,712,103 12.3% 196,191,934 10.4% 38,520,169 19.6%
補 助 金 5,560,750 0.3% - - - 皆増
長 期 前 受 金 戻 入 731,137,198 38.4% 731,935,878 38.7% -798,680 -0.1%
雑 収 益 37,934,071 2.0% 2,274,995 0.1% 35,659,076 1567.4%

0 0.0% 32,009,802 1.7% -32,009,802 皆減
過 年 度 損 益 修 正 益 - ###### 20,282,374 1.1% #VALUE! 皆減
そ の 他 特 別 利 益 0 0.0% 11,727,428 0.6% -11,727,428 皆減

1,905,233,560 100.0% 1,892,008,572 100.0% 13,224,988 0.7%

109,095,349 97,527,704

（注）決算報告書における収益的収支は、消費税込みの金額で作表され、損益計算書は消費税抜きの金額で作表されるので両者異なる
　　　収支となっている。公営企業であり、かつ、前年対比の必要もあるので、以下主として損益計算書の金額に基づき述べる。

上記決算額の収支差引額は、１０９，０９５，３４９円のプラスとなり、前年度の利益１００，６９０，１６７円よりも８，４０５，１８２円増加となった。

決　算　額 損益計算書額

1,969,744,983 1,905,233,560

1,860,649,634 1,807,705,856

区 分

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

収 支 差 引 額

計

収　益　的　収　入　内　訳　表

区 分
令和６年度 令和５年度

差引増減（-)額

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

増減比

増加となった主なものは、営業外収益の雑収益３５，６５９，０７６円（1567.4％）である。一方減少となった主なものは、特別利益の

収益的収入の内訳は、次表に示すとおりであって、前年度と比較すると営業収益は３３，７０６，５２５円（3.6%）の減少、営業外収益にお
ては７８，９４１，３１５円（8.５%）の増加、特別利益は３２，００９，８０２円皆減となっており、事業収入全体では前年度に比べ合計

 １３，２２４，９８８円（0.7%）の増加となっている。

 過年度損益修正益、その他特別利益が皆減である。



　(2)  収益的支出について

（単位 : 円）

金       額 構成比 金       額 構成比

1,704,988,346 94.3% 1,688,808,658 93.6% 16,179,688 1.0%

職 員 給 与 費 62,706,515 3.5% 63,378,171 3.5% -671,656 -1.1%

動 力 費 6,819,889 0.4% 5,301,033 0.3% 1,518,856 28.7%

修 繕 費 45,085,592 2.5% 26,670,750 1.5% 18,414,842 69.0%

流域下水道維持管理負担金 265,023,866 14.7% 258,238,626 14.3% 6,785,240 2.6%

減 価 償 却 費 1,193,281,404 66.0% 1,190,833,556 66.0% 2,447,848 0.2%

そ の 他 132,071,080 7.3% 144,386,522 8.0% -12,315,442 -8.5%

102,707,782 5.7% 115,830,548 6.4% -13,122,766 -11.3%

支 払 利 息 88,618,834 4.9% 103,426,744 5.7% -14,807,910 -14.3%

雑 支 出 14,088,948 0.8% 12,403,804 0.7% 1,685,144 13.6%

9,728 0.0% 0 0.0% 9,728 皆増

過 年 度 損 益 修 正 損 9,728 0.0% 0 0.0% 9,728 皆増

1,807,705,856 100.0% 1,804,639,206 100.0% 3,066,650 0.2%

収益的支出の内訳は次表に示すとおりで、前年度と比較すると、営業費用１６，１７９，６８８円（1.0%）の増加、営業外費用１３，１２２，７６６円
 （11.3%）の減少で、総額１，８０７，７０５，８５６円の支出となっており、これは前年度に比べると３，０６６，６５０円（0.2%）の増加である。

増加となった主なものは、営業費用の修繕費１８，４１４，８４２円（69.0%）である。一方、減少となった主なものは、営業外費用の支払利息
 １４，８０７，９１０円（14.3%）である。

営 業 費 用

営 業 外 費 用

計

収　益　的　支　出　内　訳　表

区 分
令和６年度 令和５年度

差引増減（－）額 増減比

特 別 損 失

７
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  (3)  費用分析について

金　　　額 割合 金　　　額 割合

職 員 給 与 費 30,426,986 1.7% 31,589,292 1.8% 27,362,285 1.5%

流 域 下 水 道 維 持
管 理 負 担 金

252,161,129 13.9% 243,547,475 13.5% 220,034,956 12.4%

その他維持管理費 60,858,751 3.4% 68,576,779 3.8% 64,821,229 3.7%

資 本 費 302,023,317 16.7% 333,875,881 18.5% 172,595,080 9.7%

645,470,183 35.7% 677,589,427 37.5% 484,813,550 27.3%

275,816,876 15.3% 264,190,836 14.6% 257,442,428 14.5%

0 - 0 - 191,832,882 10.8%

197,436,000 10.9% 145,607,000 8.1% - -

99,877,946 5.5% 125,869,290 7.0% 111,980,824 6.3%

589,095,123 32.6% 591,382,654 32.8% 729,658,570 41.1%

1,807,696,128 100.0% 1,804,639,206 100.0% 1,775,728,254 100.0%

汚
水
処
理
原
価

小 計

雨 水 処 理 費

高 資 本 費 対 策 費

そ の 他

合 計

長期前受金戻入相当額

分 流 式 下 水 道 等
に 要 す る 経 費

費用（汚水処理原価）等の内訳表

（単位 : 円）

区 分
令和６年度 令和５年度 令和４年度

金　　　額 割合

　本年度における主要費用の占める割合は次表のとおりであり、前年度に比べ汚水処理原価の資本費が１．８ポイント低下し、雨水処理費が
０．７ポイント上昇している。



(4)  原価分析について

増減比

(A) 3,478,558 ㎥ 3,730,794 ㎥ -252,236 ㎥ -6.8%

(Ｂ) 645,470,183 円 677,589,427 円 -32,119,244 円 -4.7%

2.2%

(Ｄ) 610,094,545 円 655,288,674 円 -45,194,129 円 -6.9%

-0.1%

70.1%

令和６年度 構成比 令和５年度 構成比 構成比

74円23銭 40.0% 74円10銭 40.8% 25.9%

12円59銭 6.8% 15円39銭 8.5% 9.7%

8円75銭 4.7% 8円47銭 4.7% 5.6%

72円49銭 39.1% 65円28銭 35.9% 45.4%

14円26銭 7.7% 14円82銭 8.2% 11.5%

3円23銭 1.7% 3円56銭 2.0% 1.9%

185円56銭 100.0% 181円62銭 100.0% 100.0%

汚水処理原価及び使用料単価表（表１）

区 分 令和６年度 令和５年度 差引増減（－）額

計

区 分

１
㎥
当
た
り
の
汚
水
処
理
原
価

減 価 償 却 費

支 払 利 息
資 本 費

維持管理費

-10円17銭

185円56銭

職 員 給 与 費

流域下水道維持管理
負 担 金

委 託 料

下 水 道 使 用 料

175円39銭

そ の 他

　　経営成績が適正かつ合理的であるかどうかは、原価が料金に見合う適正な水準かどうかであり、これを次の汚水処理原価と使用料単価の比較表
（表１・表２）で検討する。

  本年度の汚水処理原価は１㎥当たり１８５円５６銭となり、前年度に比べ３円９４銭(2.2%)増加している。この主要因は、流域下水道維持管理負担金
が７円２１銭増加したことにある。また、使用料単価は、１㎥当たり１７５円３９銭で前年度に比べ０円２５銭（0.1%）減少した。その結果、料金単価差は１０
円１７銭の赤字となった。

175円64銭

-5円98銭

181円62銭 3円94銭

-0円25銭

-4円19銭

年 間 有 収 水 量

汚 水 処 理 費

　　　(Ｅ)－(Ｃ) 

汚 水 処 理 原 価 (Ｂ)÷(A)＝(Ｃ) 

料 金 単 価 差

使 用 料 単 価 (Ｄ)÷(A)＝(Ｅ) 

58円60銭

14円85銭

2円41銭

129円12銭

１立方メートル当たりの汚水処理原価の推移（表２）

令和４年度

33円41銭

12円56銭

7円29銭

９
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３　資本的収支について

　　　本年度における資本的収支の予算額、決算額は次のとおりである。

　(1)  資本的収入内訳について

（単位 : 円）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

468,800,000 74.9% 277,800,000 55.8% 191,000,000 68.8%

63,489,701 10.1% 132,459,448 26.6% -68,969,747 -52.1%

59,324,250 9.5% 49,500,000 9.9% 9,824,250 19.8%

34,395,200 5.5% 37,737,100 7.6% -3,341,900 -8.9%

6,344,000 1.0% 8,633,700 1.7% -2,289,700 -26.5%

26,387,200 4.2% 26,734,400 5.4% -347,200 -1.3%

1,664,000 0.3% 2,369,000 0.5% -705,000 -29.8%

626,009,151 100.0% 497,496,548 100.0% 128,512,603 25.8%

区 分

資 本 的 収 入

　次に資本的収入の内訳は次表のとおりで、前年度と比較すると、企業債１９１，０００，０００円（68.8%）、国庫補助金９，８２４，２５０円

減債積立金８７，３６９，３６６円、過年度分損益勘定留保資金２，９３８，８４１円及び当年度分損益勘定留保資金３２６，０２２，４８３円で

1,243,834,000 1,053,907,486

-418,248,000 -427,898,335

資 本 的 支 出

収 支 差 引 額

補填されている。

（単位 : 円）

予　算　額 決　算　額　

825,586,000 626,009,151

計

負 担 金 等

区 分

　上記収支差引額の不足額４２７，８９８，３３５円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１１，５６７，６４５円、

企 業 債

他 会 計 出 資 金

国 庫 補 助 金

負 担 金 等
内 訳

受 益 者 負 担 金

分 担 金

工 事 負 担 金

（19.8％）が増加、他会計出資金６８，９６９，７４７円（52.1%）が主に減少している。前年度に比べると全体で１２８，５１２，６０３円(25.8%)

資　本　的　収　入　内　訳　表

令和６年度 令和５年度
差引増減（－）額 増減比

の増加となっている。



　(2)  資本的支出内訳について

（単位 : 円）

構成比 構成比

25.1% 23.9% -2.0%

0.0% 0.0% -

74.9% 76.1% -7.9%

100.0% 100.0% -6.5%

予算額
第 26 条 に
よ る 繰 越 額

継続費逓次
繰 越 額 予算額合計

第 26 条 に
よ る 繰 越 額

継続費逓次
繰 越 額 合 計

386,548,000 0 0 386,548,000 39,225,800 0 39,225,800

66,473,000 0 0 66,473,000 0 0 0

453,021,000 0 0 453,021,000 39,225,800 0 39,225,800

資 本 的 支 出 内 訳 表 ( 表 １ ）

区　　　分
令和６年度

差引増減（－）額 増減比
金　　　額

建 設 改 良 費 内 訳 表 ( 表 ２ ）

建 設 改 良 費

計

-5,260,778

企 業 債 償 還 金 -67,811,220

固定資産購入費 0

264,095,389

0

789,812,097

-73,071,9981,053,907,486

(注)消費税を含む

計 149,699,811

（単位 : 円）

区 分
翌年度繰越額

不 用 額
予算額

(注)消費税を含む

　資本的支出の内訳は（表１）及び（表２）で示すとおりであって、建設改良費（管路建設費、流域下水道建設負担金）２６４，０９５，３８９円及び企業債償還
金７８９，８１２，０９７円で、総額では１，０５３，９０７，４８６円の支出となっている。

令和５年度

金　　　額

269,356,167

0

857,623,317

1,126,979,484

決算額

235,175,468

28,919,921

264,095,389

管 路 建 設 費 112,146,732

流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

37,553,079
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４　財政状況について

　　　本年度末の貸借対照表における、資産・負債及び資本の状況は次表のとおりである。

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

固 定 資 産 28,282,062,998 98.1% 29,157,897,379 98.5% -875,834,381 -3.0%

流 動 資 産 543,730,141 1.9% 446,640,241 1.5% 97,089,900 21.7%

28,825,793,139 100.0% 29,604,537,620 100.0% -778,744,481 -2.6%

固 定 負 債 6,193,956,657 21.5% 6,443,837,520 21.8% -249,880,863 -3.9%

流 動 負 債 997,614,769 3.5% 1,114,944,131 3.8% -117,329,362 -10.5%

繰 延 収 益 17,041,059,842 59.1% 17,613,611,503 59.5% -572,551,661 -3.3%

計 24,232,631,268 84.1% 25,172,393,154 85.0% -939,761,886 -3.7%

資 本 金 4,058,984,215 14.1% 3,833,057,312 12.9% 225,926,903 5.9%

剰 余 金 534,177,656 1.9% 599,087,154 2.0% -64,909,498 -10.8%

計 4,593,161,871 15.9% 4,432,144,466 15.0% 161,017,405 3.6%

28,825,793,139 100.0% 29,604,537,620 100.0% -778,744,481 -2.6%

　(1)  資産

資 産 ・ 負 債 ・ 資 本 内 訳 表
（単位 : 円）

区　　　分
令和６年度 令和５年度

差引増減（－）額 増減比

資
産

合　　　計

負
債

資
本

負 債 ・ 資 本 合 計

産の年度末償却未済額は２５，７３６，１４２，０９４円で、前年度と比較して７７１，４３４，３６６円（2.9%）の減少となっている。

　本年度の資産総額は２８，８２５，７９３，１３９円で、この内訳は、固定資産２８，２８２，０６２，９９８円（構成比98.1%）、流動資産５４３，７３０，１４１円

（構成比1.９%）となっており、前年度に比べ固定資産が８７５，８３４，３８１円（3.0%）減少し、流動資産が９７，０８９，９００円（21.7%）増加している。

資産全体では７７８，７４４，４８１円（2.6%）の減少となっている。

　 有形固定資産（取得価格）の年度末現在高は３１，０３４，０４７，３４０円で、前年度に比べ２７６，５４５，２７６円（0.9%）の増加となっている。本年

度中に増加した主なものは構築物７０，６９６，０８８円、建設仮勘定２０５，８４９，１８８円となっている。

　一方、減価償却累計額は５，２９７，９０５，２４６円で、前年度に比べ１，０４７，９７９，６４２円（24.7%）の増加となっている。その結果、有形固定資



（単位 : 円）

令和６年度 令和５年度 差引増減（－）額 増減比
（Ａ） 31,034,047,340 30,757,502,064 276,545,276 0.9%
（Ｂ） 5,297,905,246 4,249,925,604 1,047,979,642 24.7%

(Ａ)－(Ｂ)＝ （Ｃ）
（Ｄ） 2,545,920,904 2,650,320,919 -104,400,015 -3.9%

(Ｃ)＋(Ｄ)＝ （Ｅ） 28,282,062,998 29,157,897,379 -875,834,381 -3.0%
353,919,472 220,364,963 133,554,509 60.6%
146,880,705 215,032,476 -68,151,771 -31.7%
48,099,626 16,376,069 31,723,557 193.7%
-5,169,662 -5,133,267 -36,395 0.7%

（Ｆ） 543,730,141 446,640,241 97,089,900 21.7%
28,825,793,139 29,604,537,620 -778,744,481 -2.6%

  (2)  負債及び資本
　　ア  負債

（単位 : 円）

令和６年度 令和５年度 差引増減（－）額 増減比
6,193,956,657 6,443,837,520 -249,880,863 -3.9%
6,175,173,657 6,427,456,520 -252,282,863 -3.9%

18,783,000 16,381,000 2,402,000 14.7%
997,614,769 1,114,944,131 -117,329,362 -10.5%
721,082,863 789,812,097 -68,729,234 -8.7%
255,427,906 307,529,034 -52,101,128 -16.9%

7,805,000 7,628,000 177,000 2.3%
13,299,000 9,975,000 3,324,000 33.3%

17,041,059,842 17,613,611,503 -572,551,661 -3.3%
20,777,198,033 20,618,612,496 158,585,537 0.8%
-3,736,138,191 -3,005,000,993 -731,137,198 24.3%
24,232,631,268 25,172,393,154 -939,761,886 -3.7%

負　　　債　　　内　　　訳　　　表

資 産 合 計 (Ｅ)＋(Ｆ)

流
動
資
産

計
貸 倒 引 当 金

現 金 預 金
営 業 未 収 金
そ の 他 の 未 収 金

　本年度の負債総額は２４，２３２，６３１，２６８円で、前年度に比べ９３９，７６１，８８６円（３.７%）の減少となっており、負債・資本合計に占
める割合は８４．１％となっている。

資　　　産　　　内　　　訳　　　表

区　　　　　　　分

固
定
資
産

有
形
固
定 -771,434,366

年 度 末 現 在 高
減 価 償 却 累 計 額
年 度 末 償 却 未 済 額

25,736,142,094 26,507,576,460 -2.9%

資
　
産

無 形 固 定 資 産
計

引 当 金

引 当 金

長 期 前 受 金

未 払 金

企 業 債

企 業 債

区 分
固 定 負 債

負 債 合 計

繰 延 収 益

流 動 負 債

収益化累計額

その他流動負
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１４

　　イ  資本

（単位 : 円）

令和６年度 令和５年度 差引増減（－）額 増減比

2,872,880,585 2,872,880,585 0 0.0%

771,829,551 708,339,850 63,489,701 9.0%

414,274,079 251,836,877 162,437,202 64.5%

4,058,984,215 3,833,057,312 225,926,903 5.9%

349,280,586 349,280,586 0 0.0%

受 贈 財 産 評 価 額 344,063,765 344,063,765 0 0.0%

受 益 者 負 担 金 4,988,151 4,988,151 0 0.0%

他 会 計 補 助 金 228,670 228,670 0 0.0%

184,897,070 249,806,568 -64,909,498 -26.0%

減 債 積 立 金 0 0 0 0.0%

当年度未処分利益剰余金 184,897,070 249,806,568 -64,909,498 -26.0%

534,177,656 599,087,154 -64,909,498 -10.8%

4,593,161,871 4,432,144,466 161,017,405 3.6%資 本 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰

余

金

計

資　　本　　内　　訳　　表

区　　　　　　分

資

本

金

固 有 資 本 金

計

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

　本年度の資本総額は次表のとおり４，５９３，１６１，８７１円で、前年度に比べ１６１，０１７，４０５円(3.6%)の増加となっており、負債・資本合計に
占める割合は１５．９％となっている。

　資本金の増加は、繰入資本金の６３，４８９，７０１円（9.0%）、組入資本金１６２，４３７，２０２円（64.5％）である。



５　資金の運用状況について
  本年度の間接法によるキャッシュ・フロー計算書は、次表に示すとおりである。

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

長期前受金戻入

貸倒引当金の増減（△は減少）

退職給付引当金の増減（△は減少）

賞与引当金の増減（△は減少）

未収金の増減（△は増加）

前払金の増減（△は増加）

未払金の増減（△は減少）

その他流動負債の増減（△は減少）

業務活動によるキャッシュ・フロー　計

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

補助金、負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー　計

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー　計

97,542,704

1,193,281,404

10,173,338

2,447,848

87,369,366

1,190,833,556

区　　　　　分

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

令和６年度 令和５年度 対前年度増減
（単位：円）

　業務活動で得た資金６０８，５０３，７８２円を、固定資産の取得等の投資活動に２１７，４２６，８７７円、企業債の償還等の財務活動に２５７，５
２２，３９６円支出した結果、本年度中資金は前年度に比べ１３３，５５４，５０９円（60.6％）増加している。

△ 731,935,878

578,919

4,095,000

△ 43,838,043 46,568,299

798,680

△ 542,524

△ 1,693,000

―

△ 173,445,368

36,395

2,402,000

903,300

―

113,000

40,211,221

2,730,256

608,503,782

3,324,000

△ 731,137,198

△ 380,000

119,270,343489,233,439

△ 19,265,781

―

59,477,002

493,000

2,420,700

21,923,616

2,074,875

△ 149,446,877

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 40,901,747 △ 62,825,363

84,106,442 82,031,567

△ 67,980,000△ 217,426,877

△ 260,631,572 △ 87,186,204

△ 257,522,396 △ 447,363,869 189,841,473

468,800,000 277,800,000 191,000,000

△ 785,664,601 △ 853,475,829 67,811,228

△ 4,147,496 △ 4,147,488 △ 8

63,489,701 132,459,448 △ 68,969,747

資金期末残高 353,919,472 220,364,963 133,554,509

資金の増減額（△は減少） 133,554,509 △ 26,110,430 159,664,939

資金期首残高 220,364,963 246,475,393 △ 26,110,430
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１６

６　その他の事項について

  (１)  有収率について

令和４年度

(A) 4,405,645 ㎥ 4,501,591 ㎥ 4,292,983 ㎥

(B) 3,478,558 ㎥ 3,730,794 ㎥ 3,754,835 ㎥

(A-B) 927,087 ㎥ 770,797 ㎥ 538,148 ㎥

(B/A) 79.0 % 82.9 % 87.5 %

区　　　　　分 令和６年度 令和５年度

　       有収率の良否はいうまでもなく営業損益に大きな影響を及ぼすものである。最近３か年の有収率は次表のとおりである。
　       本年度の総処理水量と有収水量をそれぞれ前年度と対比すると、総処理水量は９５，９４６㎥、有収水量は２５２，２３６㎥
　　　減少しており、不明水量の増加により有収率が３．９ポイント低下した。

有収率推移

年 間 総 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量

不 明 水 量

有 収 率



収入面では、本年度の下水道事業収益は１，９０５，２３３、５６０円で、前年度に比し１３，２２４，９８８円（0.7%）の増加となっている。

営業収益のうち下水道使用料は６１０，０９４，５４５円で、前年度に比し４５，１９４，１２９円（6.9%）の減少となり、雨水処理負担金は

２８５，３９８，８９３円で、前年度に比し１１，５６２，００４円（4.2%）の増加となった。経営基盤である有収水量１㎥当たりの汚水処理原

価１８５円５６銭（前年度１８１円６２銭）に対する使用料単価は１７５円３９銭（同１７５円６４銭）で、その差は１０円１７銭の赤字（同５円

９８銭の赤字）となっている。

また、営業外収益については、１、００９，３４４，１２２円で、他会計補助金や雑収益の増加等により、前年度に比し７８，９４１，３１５

円（8.5％）増加となった。

一方、下水道事業費用については、１，８０７，７０５，８５６円で、修繕費、動力費の増加等により、前年度に比し３，０６６，６５０円

（0.2％）増加となっている。

　この結果、本年度においては９７，５２７，７０４円の黒字決算となり、当年度未処分利益剰余金は１８４，８９７，０７０円となっている。

しかしながら、事業経営に大きな影響を与える有収率については７９．０％で、前年度より３．９ポイント低下している。引き続き

有収率の向上に努め、汚水処理の効率化を図られたい。

　下水道料金の営業未収金が、前年度より３１．７％減少、その他の未収金については193.7％と大幅な増加が見られる。

社会情勢等の影響を受けるものとは考えられるものの、早期収納対策による未収金の発生防止、口座振替の促進による現年度分の

料金収入の確保に取り組まれたい。併せて、受益者負担の公平性を担保するべく、委託事業者との連携強化や、滞納者の分析に

より個々具体の事情に即した滞納対策を展開し、厳正で適格な滞納整理に努められたい。

７　むすび
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泉南市下水道事業会計決算審査資料



令和６年度

泉南市下水道事業会計決算審査資料

１９



２０

（1）総人口 57,917 人 58,527 人 59,270 人

（2）全体計画人口 63,080 人 63,080 人 63,080 人

（3）処理区域内人口 36,503 人 36,732 人 37,124 人

（4）普及率 63.0 ％ * 0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ 62.8 ％ * 0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ 62.6 ％ * 4.2 ﾎﾟｲﾝﾄ

（5）水洗便所設置済人口 34,806 人 34,625 人 34,731 人

（6）水洗化率 95.4 ％ * 1.1 ﾎﾟｲﾝﾄ 94.3 ％ * 0.7 ﾎﾟｲﾝﾄ 93.6 ％ * -3.5 ﾎﾟｲﾝﾄ

（7）処理区域内面積 699 ha 686 ha 684 ha

（8）年間総処理水量 4,405,645 ㎥ 4,501,591 ㎥ 4,292,983 ㎥

（9）年間有収水量 3,478,558 ㎥ 3,730,794 ㎥ 3,754,835 ㎥

（10）有収率 79.0 ％ * -3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ 82.9 ％ * -4.6 ﾎﾟｲﾝﾄ 87.5 ％ * 5.6 ﾎﾟｲﾝﾄ

（11）下水道使用料 610,094,545 円 655,288,674 円 664,569,373 円

（12）汚水処理費 645,470,183 円 677,589,427 円 484,813,550 円

（13）下水道管渠延長数 199,703.04 ｍ 200,699.89 ｍ 204,536.52 ｍ

（14）直近使用料改定年月日

職員 11 人 職員 11人 職員 11人

嘱託  0 人 嘱託  0人 嘱託  0人

＊本欄は、伸び率ではなく数値（ポイント）の増減差である。

年　　度　　別　　業　　務　　量　　概　　要

区　　分
令和６年度 令和５年度 令和４年度

業務量 対前年度伸率 業務量 対前年度伸率 業務量 対前年度伸率

0.5% -0.3% 2.1%

-1.0% -1.3% -1.2%

-0.6% -1.1% 5.9%

0.0% 0.0% 0.0%

-2.1% 4.9% -5.0%

1.9% 0.3% 3.3%

3.2%

-1.4%

39.8%

-1.9%

-6.9%

-4.7%

-0.5%

1.5%-6.8% -0.6%

2.5%

7.5%

（15）職員数 11人 － 11人 － 11人 －

H27.10.1 － H27.10.1 － H27.10.1 －



項 目 令和６年度 令和５年度 令和４年度

固定資産
資本金+剰余金+固定負債　

流動資産
流動負債
現金預金
流動負債

営業収益+営業外収益
営業費用+営業外費用

営業収益
営業費用

企業債償還金
料金収益

職員給与費
料金収益

処理区域内人口
全体計画人口

水洗便所設置済人口
処理区域内人口
処理区域内人口

損益勘定所属職員
年間有収水量

損益勘定所属職員
営業収益

損益勘定所属職員
下水道使用料
年間有収水量
汚水処理費

年間有収水量

年　　度　　別　　経　　営　　状　　況　　分　　析　　表

算 定

1 固定資産対長期資本比率 262.2% 268.1% 269.0% ×１００

×１００

3 現金預金比率 35.5% 19.8% 21.9% ×１００

2 流動比率 54.5% 40.1% 40.4%

×１００

5 営業収益対営業費用比率 52.5% 55.0% 56.8% ×１００

4 経常収益対経常費用比率 105.4% 103.1% 107.1%

職員一人当り処理人口（人） 4,563

×１００

7 職員給与費対料金収益比率 10.3% 9.7% 8.6% ×１００

6 企業債元利償還金対料金収益比率 129.5% 130.9% 137.6%

×１００

9 水洗化率 95.4% 94.3% 93.6% ×１００

8 進捗率 57.9% 58.2% 58.9%

4,592 5,303

12 職員一人当り営業収益（千円） 111,986 116,199 133,059

11 職員一人当り有収水量（㎥） 434,820 466,349 536,405

10

14 汚水処理原価（１㎥当り円） 185.56 181.62 129.12

13 使用料単価（1㎥当り円） 175.39 175.64 176.99

２１



２２

　1　営業収益 895,889,438 47.0% -3.6% 929,595,963 49.1% -0.2% 931,412,178 48.6% 2.3%

（１） 下水道使用料 610,094,545 32.0% -6.9% 655,288,674 34.6% -1.4% 664,569,373 34.7% 2.5%

（２） 雨水処理負担金 285,398,893 15.0% 4.2% 273,836,889 14.5% 2.8% 266,505,605 13.9% 1.5%

（３） その他営業収益 396,000 0.0% -15.8% 470,400 0.0% 39.5% 337,200 0.0% 100.7%

　２　営業費用 1,704,988,346 94.3% 1.0% 1,688,808,658 93.6% 2.9% 1,640,649,956 92.4% -1.1%

（１） 管渠費 44,294,927 2.5% -18.1% 54,059,999 3.0% 0.0% 54,074,784 3.0% 124.1%

（２） ポンプ場費 117,304,232 6.5% 16.8% 100,459,990 5.6% 10.9% 90,550,978 5.1% 1.0%

（３） 普及指導費 3,128,275 0.2% 202.5% 1,034,233 0.1% 7.8% 959,384 0.1% -25.8%

（４） 業務費 30,666,156 1.7% -3.5% 31,782,643 1.8% 5.1% 30,232,401 1.7% 19.7%

（５） 総係費 51,289,486 2.8% -2.1% 52,399,611 2.9% 10.7% 47,340,602 2.7% -16.9%

（６）
流域下水道
維持管理負担金

265,023,866 14.7% 2.6% 258,238,626 14.3% 10.7% 233,231,126 13.1% -1.5%

（７） 減価償却費 1,193,281,404 66.0% 0.2% 1,190,833,556 66.0% 0.6% 1,184,260,681 66.7% -3.4%

（８） その他営業費用 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0%

　営業利益（－損失） -809,098,908 - 6.6% -759,212,695 - 7.0% -709,237,778 - -5.2%

　３　営業外収益 1,009,344,122 53.0% 8.5% 930,402,807 49.2% -4.1% 970,601,798 50.6% -7.5%

（１） 他会計補助金 234,712,103 12.3% 19.6% 196,191,934 10.4% -18.3% 240,075,949 12.5% -12.5%

（２） 補助金 5,560,750 0.3% 皆増 - － － － － -

（３） 長期前受金戻入 731,137,198 38.4% -0.1% 731,935,878 38.7% 0.3% 729,658,570 38.1% -5.6%

（４） 雑収益 37,934,071 2.0% 1,567.4% 2,274,995 0.1% 162.3% 867,279 0.0% -58.5%

比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

科 目

令和６年度 令和５年度 令和４年度

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率



　４　営業外費用 102,707,782 5.7% -11.3% 115,830,548 6.4% -14.2% 135,078,298 7.6% -14.2%

（１）
支払利息及び
企業債取扱諸費

88,618,834 4.9% -14.3% 103,426,744 5.7% -15.3% 122,092,604 6.9% -16.5%

（２） 雑支出 14,088,948 0.8% 13.6% 12,403,804 0.7% -4.5% 12,985,694 0.7% 17.4%

　経常利益（－損失） 97,537,432 - 76.2% 55,359,564 － -56.2% 126,285,722 － -12.3%

　５　特別利益 0 0.0% 皆減 32,009,802 1.7% 113.2% 15,011,110 0.8% -9.1%

（１） 過年度損益修正益 - - 皆減 20,282,374 1.1% 35.1% 15,011,110 0.8% -8.5%

（２） その他特別利益 0 0.0% 皆減 11,727,428 0.6% 皆増 0 0.0% 皆減

　６　特別損失 9,728 0.0% 皆増 0 0.0% 皆減 153,228 0.0% -75.3%

（１） 過年度損益修正損 9,728 0.0% 皆増 0 0.0% 皆減 153,228 0.0% -75.3%

（２） その他特別損失 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0%

　当年度純利益（－損失） 97,527,704 - 11.6% 87,369,366 － -38.1% 141,143,604 － -11.7%

　前年度繰越利益剰余金 0 - 0.0% 0 － 0.0% 0 － 皆減

　その他未処分利益剰余金変動額 87,369,366 - -46.2% 162,437,202 － 皆増 0 － 皆減

　当年度未処分利益剰余金 184,897,070 - -26.0% 249,806,568 － 77.0% 141,143,604 － -48.3%

1,905,233,560 100.0% 0.7% 1,892,008,572 100.0% -1.3% 1,917,025,086 100.0% -3.0%

1,807,705,856 100.0% 0.2% 1,804,639,206 100.0% 1.6% 1,775,881,482 100.0% -2.3%

対前年
度伸率

総 収 益

対前年
度伸率

総 費 用

科 目

令和６年度 令和５年度 令和４年度

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比 金 額 ( 円 ） 構成比

２３



２４

１ 28,282,062,998 98.1% -3.0% 29,157,897,379 98.5% -2.9% 30,029,537,143 98.5% -0.7%
（１）有形固定資産 25,736,142,094 89.3% -2.9% 26,507,576,460 89.5% -2.9% 27,298,184,809 89.5% -0.4%

ア 土地 371,497,233 1.3% 0.0% 371,497,233 1.3% 0.0% 371,497,233 1.2% 0.0%
イ 建物 167,500,141 0.6% -6.8% 179,799,221 0.6% -6.4% 192,098,301 0.6% -6.5%
ウ 構築物 24,803,582,071 86.0% -3.7% 25,750,124,989 87.0% -2.9% 26,512,518,458 87.0% -0.2%
エ 機械及び装置 173,409,861 0.6% -9.6% 191,851,417 0.6% -10.2% 213,680,578 0.7% -4.7%
オ 建設仮勘定 220,152,788 0.8% 1,439.1% 14,303,600 0.0% 70.5% 8,390,239 0.0% -84.3%

（２）無形固定資産 2,545,920,904 8.8% -3.9% 2,650,320,919 9.0% -3.0% 2,731,352,334 9.0% -3.1%
ア 施設利用権 2,545,920,904 8.8% -3.9% 2,650,320,919 9.0% -3.0% 2,731,352,334 9.0% -3.1%

2 流動資産 543,730,141 1.9% 21.7% 446,640,241 1.5% -1.8% 454,607,794 1.5% 41.3%
（１）現金預金 353,919,472 1.2% 60.6% 220,364,963 0.7% -10.6% 246,475,393 0.8% 111.2%
（２）未収金 189,810,669 0.7% -16.1% 226,275,278 0.8% 8.7% 208,132,401 0.7% 1.5%

ア 営業未収金 142,643,583 0.5% -32.2% 210,234,109 0.7% 3.6% 202,995,332 0.7% 0.9%
イ 過年度営業未収金 4,237,122 0.0% -11.7% 4,798,367 0.0% -11.9% 5,446,517 0.0% -4.9%
ウ 営業外未収金 41,501,704 0.1% 206.0% 13,561,154 0.0% 1,430.6% 886,000 0.0% -61.0%
エ その他未収金 6,284,222 0.0% 140.2% 2,616,515 0.0% -11.0% 2,940,700 0.0% 764.7%
オ 過年度その他未収金 313,700 0.0% 58.1% 198,400 0.0% -52.6% 418,200 0.0% 30.1%

-5,169,662 0.0% 0.7% -5,133,267 0.0% 12.7% -4,554,348 0.0% -2.6%
（３）前払金 － － 0.0% － 　－ 0.0% － 　－ 0.0%

28,825,793,139 100.0% -2.6% 29,604,537,620 100.0% -2.9% 30,484,144,937 100.0% -0.2%

比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

科 目
令和６年度 令和５年度 令和４年度

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比

固定資産

 貸倒引当金

資 産 合 計

対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率



３ 固定負債 6,193,956,657 21.5% -3.9% 6,443,837,520 21.8% -7.3% 6,951,754,617 22.8% -6.5%
（１）企業債 6,175,173,657 21.4% -3.9% 6,427,456,520 21.7% -7.4% 6,939,468,617 22.8% -6.5%

ア
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

6,164,141,101 21.4% -3.9% 6,412,276,460 21.7% -7.3% 6,920,141,061 22.7% -6.5%

イ その他の企業債 11,032,556 0.0% -27.3% 15,180,060 0.1% -21.5% 19,327,556 0.1% -17.7%
（２）引当金 18,783,000 0.1% 14.7% 16,381,000 0.1% 33.3% 12,286,000 0.0% 24.2%

ア 退職給付引当金 18,783,000 0.1% 14.7% 16,381,000 0.1% 33.3% 12,286,000 0.0% 24.2%
４ 流動負債 997,614,769 3.5% -10.5% 1,114,944,131 3.8% -0.9% 1,125,512,909 3.7% 3.2%

（１）企業債 721,082,863 2.5% -8.7% 789,812,097 2.7% -7.9% 857,623,317 2.8% -6.2%

ア
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

716,935,359 2.5% -8.7% 785,664,601 2.7% -7.9% 853,475,829 2.8% -6.2%

イ その他の企業債 4,147,504 0.0% 0.0% 4,147,496 0.0% 0.0% 4,147,488 0.0% 0.0%
（２）未払金 255,427,906 0.9% -16.9% 307,529,034 1.0% 22.5% 251,107,892 0.8% 56.6%
（３）引当金 7,805,000 0.0% 2.3% 7,628,000 0.0% -1.1% 7,710,000 0.0% -14.9%

ア 賞与引当金 7,805,000 0.0% 2.3% 7,628,000 0.0% -1.1% 7,710,000 0.0% -14.9%
（４）その他流動負債 13,299,000 0.0% 33.3% 9,975,000 0.0% 10.0% 9,071,700 0.0% 22.1%

５ 繰延収益 17,041,059,842 59.1% -3.3% 17,613,611,503 59.5% -3.2% 18,194,561,759 59.7% 0.4%
（１）長期前受金 20,777,198,033 72.1% 0.8% 20,618,612,496 69.6% 0.7% 20,467,626,874 67.1% 4.0%
（２）収益化累計額 -3,736,138,191 -13.0% 24.3% -3,005,000,993 -10.2% 32.2% -2,273,065,115 -7.5% 47.3%

24,232,631,268 84.1% -3.7% 25,172,393,154 85.0% -4.2% 26,271,829,285 86.2% -1.4%

構成比
対前年
度伸率

負 債 合 計

科 目
令和６年度 令和５年度 令和４年度

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ）

２５



２６

６ 資本金 4,058,984,215 14.1% 5.9% 3,833,057,312 12.9% 6.6% 3,596,002,769 11.8% 9.6%
（１）固有資本金 2,872,880,585 10.0% 0.0% 2,872,880,585 9.7% 0.0% 2,872,880,585 9.4% 0.0%
（２）繰入資本金 771,829,551 2.7% 9.0% 708,339,850 2.4% 23.0% 575,880,402 1.9% 40.7%
（３）組入資本金 414,274,079 1.4% 64.5% 251,836,877 0.9% 71.0% 147,241,782 0.5% 皆増

７ 剰余金 534,177,656 1.9% -10.8% 599,087,154 2.0% -2.8% 616,312,883 2.0% -1.0%
（１）資本剰余金 349,280,586 1.2% 0.0% 349,280,586 1.2% 0.0% 349,280,586 1.1% 0.0%

ア 受贈財産評価額 344,063,765 1.2% 0.0% 344,063,765 1.2% 0.0% 344,063,765 1.1% 0.0%
イ 受益者負担金 4,988,151 0.0% 0.0% 4,988,151 0.0% 0.0% 4,988,151 0.0% 0.4%
ウ 他会計補助金 228,670 0.0% 0.0% 228,670 0.0% 0.0% 228,670 0.0% 0.0%

（２）利益剰余金 184,897,070 0.6% -26.0% 249,806,568 0.8% -6.5% 267,032,297 0.9% -2.2%
ア 減債積立金 － － － 0 0.0% 皆減 125,888,693 0.4% 皆増
イ 当年度未処分利益剰余金 184,897,070 0.6% -26.0% 249,806,568 0.8% 77.0% 141,143,604 0.5% -48.3%

4,593,161,871 15.9% 3.6% 4,432,144,466 15.0% 5.2% 4,212,315,652 13.8% 7.9%

28,825,793,139 100.0% -2.6% 29,604,537,620 100.0% -2.9% 30,484,144,937 100.0% -0.2%負 債 資 本 合 計

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

資 本 合 計

科 目
令和６年度 令和５年度 令和４年度

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率

金 額 ( 円 ） 構成比
対前年
度伸率


